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１．はじめに 

平成26年8月8日に「望ましいラウンドアバウトの

構造について」（道路局企画課長、国道・防災課長、

環境安全課長、高速道路課長通知）1)（以下、「課

長通知」という。）が、道路管理者（直轄、自治体）

に発出された。課長通知には、望ましいラウンドア

バウトのための基本的な考え方として、道路管理者

がラウンドアバウトを計画及び設計するに当たって

の、当面の適用条件と留意事項がとりまとめられて

いる。 

国総研では、ラウンドアバウトに関する調査・研

究を実施しており、課長通知における当面の適用条

件や留意事項のとりまとめに関わった。 

 本稿では、課長通知の主な項目である適用交通量

及び適用幾何構造について、国総研で実施した調査

及び課長通知の内容に関する概要を紹介する。 

２．適用交通量 

 海外における交通容量の設定方法の調査、交通流

シミュレーション、実道における我が国の運転特性

の観測調査を実施し、交通処理が可能な交通容量を

整理した。その結果、課長通知では、交通処理の可

能性について二段階で確認することが示された。一

段階目は、詳細な検討を行わずとも交通処理が可能

である交通量として、ラウンドアバウトの総流入交

通量10,000（台/日）未満が設定され、この場合はラ

ウンドアバウトが適用可能であるとされた。二段階

目は、比較的詳細な検討が必要となる検証方法とし

て、総流入交通量10,000（台/日）以上にあっては、

図-1を活用し、個別の流入部毎に交通処理が可能と

される領域に収まるかどうかを確認することで、適

用を判断するものとされた。なお、ラウンドアバウ

トにおける交通処理のイメージを図-2に示す。 

３．適用幾何構造 

様々な幅員構成（環道、エプロン等）による走行

調査を行い、適切な幾何構造を整理した。その結果、

課長通知では、ラウンドアバウトの幅員は安全かつ

円滑な交通を確保できる構成とするとされ、外径27m、

4枝における幅員構成の目安が示された（図-3）。 

図-3 幅員構成の目安（外径27m、4枝、設計車両

は普通自動車） 

【参考】 

1) 国土交通省HP：http://www.mlit.go.jp/road/sign/ki

jyun/pdf/20140901tuuti.pdf 
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図-2 交通処理のイメージ 
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図-1 流入部交通容量と環道交通量の関係 
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１．はじめに 

渋滞は我が国の道路交通における大きな課題の一

つである。渋滞対策を効果的に進めていく上では、

渋滞の起点となっている交差点はどこかを特定した

上で、その渋滞の影響がどの程度の範囲にまで及ん

でいるかを把握し、優先的に対策を実施する箇所を

定めていくことが求められる。本稿では、プローブ

データを利用した渋滞の起因箇所とその影響範囲の

特定方法を紹介する。 

２．渋滞の起因箇所とその影響範囲の特定方法  

 渋滞の起因箇所とその影響範囲の特定には、隣接

する道路区間間の「渋滞」と「非渋滞」の組合せを

指標化した「ボトルネック指数」を用いる（図-1）。 

まず、プローブデータを用いてある1時間帯におけ

る区間の平均速度を算出し、20km/hを閾値として「渋

滞」か「非渋滞」かを判定する。次に、分析対象区

間が「渋滞」の場合に、下流側区間が「非渋滞」で

あれば「+1」、下流側区間が「渋滞」であれば「-1」

のポイントを付与し、それぞれの合計値をデータ取

得日数（全日数）で除すことで、ボトルネック指数

を算出する。ボトルネック指数（＋）の絶対値が大

きければ、分析対象区間が渋滞の先頭となっている

可能性が高い、ボトルネック指数(－)の絶対値が大

きければ、下流側区間の渋滞の影響を受けている可

能性が高いと判別する。 

３．特定方法の有効性の確認 

広島県の主要渋滞箇所のうち、一般国道2号大正交

差点付近を対象として、本特定方法の有効性を確認

した（図-2）。平成23年度1年間の平日247日におけ

る7時台を分析対象とし、デジタル道路地図の区間毎

に、全日数に対する「渋滞」の日数の割合（渋滞割

合）と、ボトルネック指数を算出した。なお、ほと

んどの区間において90％以上の日でデータが取得さ

れていた。区間2においては、7時台に0.8以上の割合

で「渋滞」が発生しており、ボトルネック指数（＋）

の絶対値が0.7以上と高く、大正交差点が渋滞の起因

箇所である可能性が高いと判別される。また、区間3、

4においてはボトルネック指数（－）の絶対値が0.6

以上と高く、下流側区間の渋滞の影響を受けている

可能性が高いと判別される。 

４．おわりに 

 今後、本特定方法の検証事例を増やし、その有効

性を確認するとともに、本特定方法の改良を進めて

いく予定である。 

 

 

 

 

 

 

図-1 ボトルネック指数算出の考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2 大正交差点付近のボトルネック指数（7時台） 
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